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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第37期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社につきましても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第３四半期 
連結累計期間

第38期
第３四半期 
連結累計期間

第37期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 6,061,045 6,136,386 8,227,679 

経常利益 (千円) 802,777 746,945 1,118,189 

四半期(当期)純利益 (千円) 588,362 410,879 782,076 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 564,032 398,807 749,509 

純資産額 (千円) 7,263,355 7,714,444 7,448,748 

総資産額 (千円) 10,557,634 11,301,594 10,800,141 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 177.01 123.62 235.29 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.3 66.9 67.6 

回次
第37期

第３四半期 
連結会計期間

第38期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 85.78 38.17 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期連結累計期間において、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

(1)業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況

にある中で、復興需要などにより景気は緩やかに持ち直してまいりましたが、欧州の政府債務危機によ

る海外景気の下振れ懸念や為替レートの変動などにより、景気の先行きは一層不透明感を増してまいり

ました。 

当医療用ガス業界も、医療機関等のコスト意識の高まりや、業界内の競合の激化など、引続き厳しい

環境にあります。 

 このような状況下、当社グループにおきましては、社会貢献を念頭に、総合的な医療サービスの提供

と顧客ニーズに即した対応を心掛け、経営の効率化や合理化に努め、業績向上に向けた営業力の強化等

を積極的に図ってまいりました。 

これらの結果、売上高は6,136百万円（前年同四半期比1.2％増）となりました。一方、損益面につき

ましては、厳しい市場環境のなか、前述の施策を推進してまいりましたが、経常利益が746百万円（前

年同四半期比7.0％減）となり、四半期純利益は410百万円（前年同四半期比30.2％減）となりました。

  
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① 医療用ガス関連事業 

当部門の需要は、引続き増加傾向にありますが、その上昇度合は緩やかであり、国の医療費抑制政策

の影響や、平成24年４月の診療報酬並びに薬価の改訂を控えていることにより、今後の動向は不透明

で、かつ業界内の競争も激化していることから、企業体力の維持・向上と取引基盤の拡充を図るべく、

新規取引先の成約に向けた営業活動の強化と、既存取引先との取引拡大に注力するなど、各種営業努力

を重ねております。 

 これらの結果、売上高は2,581百万円（前年同四半期比2.4％減）、セグメント利益は331百万円（前

年同四半期8.6％減）となりました。 

② 在宅医療関連事業 

当部門は当社グループにおける重要な収益源とすべく恒常的に注力しており、担当者の営業スキルの

向上を目的とした社内勉強会や、当社の知名度の向上と、取扱商品の周知を目的とした院内勉強会等を

継続的に実施しております。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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また、同部門に対する人員の集中的配置や、大規模医療機関への継続的勧誘が、徐々に成果に結び付

きつつあります。加えて、主力商品である在宅酸素療法用酸素供給装置において、従来からの営業活動

を継続するとともに、新製品（商品名：パレッツ）を開発し、今後その拡販にも注力する予定です。引

き続き、人口呼吸器やCPAP（持続陽圧呼吸療法－閉塞型睡眠時無呼吸症に対応する機器）の販売強化に

も努めております。 

 これらの結果、売上高は2,278百万円（前年同四半期比6.5％増）、セグメント利益は363百万円（前

年同四半期比19.9％増）となりました。 

③ 医療用ガス設備工事関連事業 

当部門は、各医療機関より医療用ガス配管設備の工事・メンテナンス等の受注は引続き安定してお

り、前期受注済の工事の完成もあったものの、売上高は404百万円（前年同四半期比8.9％減）、セグメ

ント利益は10百万円（前年同四半期比84.0％減）となりました。 

④ 有料老人ホーム関連事業 

東京都杉並区阿佐ヶ谷で運営中の有料老人ホーム「ライフステージ阿佐ヶ谷」は、平成22年12月に増

床工事を行った関係で、一時的に低下した入居率の向上が最大の課題であり、金融機関や入居者紹介業

者等との連携強化という営業活動に加え、施設の立地条件の良さや施設内容が充実している点等が好感

を得て、体験・短期間利用も含め着実に入居者は増加傾向にあります。 

 これらの結果、売上高は144百万円（前年同四半期比16.2％減）、セグメント損失は38百万円（前年

同四半期セグメント損失24百万円）となりました。 

  
(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は11,301百万円（前連結会計年度末比501百万円増）となりま

した。これは主に、流動資産のうち、現金及び預金が358百万円増加したこと、及びたな卸資産が106百

万円増加したこと等によるものであります。 

 負債合計は3,587百万円（前連結会計年度末比235百万円増）となりました。これは主に、未払金が51

百万円増加したこと、及び未払費用の増加54百万円、リース債務の増加130百万円があったこと等によ

るものであります。 

 純資産は7,714百万円（前連結会計年度末比265百万円増）となりました。これは主に、配当金の支払

いによる減少132百万円及び当第３四半期純利益410百万円等によるものであります。 

  
 (3) 研究開発活動 

当社グループは、在宅医療関連事業において、在宅酸素療法用酸素供給装置の遠隔操作システム（商

品名：パレッツ）の開発等に取り組んでおり、当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の総額

は20百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,500,000 

計 8,500,000 

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,601,681 3,601,681 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード)

株主としての権利内容に
制限のない、標準となる
株式であり、単元株式数
は100株であります。 

計 3,601,681 3,601,681 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注)１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式60株が含まれております。 

２ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成23年10月１日～ 
  平成23年12月31日 

― 3,601,681 ― 436,180 ― 513,708 

  平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

普通株式 
277,800 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式

3,319,400 
33,194 同上 

単元未満株式 
普通株式

4,481 
― 同上 

発行済株式総数 3,601,681 ― ―

総株主の議決権 ― 33,194 ―

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社星医療酸器 

東京都足立区入谷
７―11―18 277,800 ― 277,800 7.71 

計 ― 277,800 ― 277,800 7.71 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,653,811 5,012,768

受取手形及び売掛金 1,698,626 1,524,590

たな卸資産 212,076 318,142

繰延税金資産 61,041 61,493

その他 36,294 65,010

貸倒引当金 △22,453 △11,739

流動資産合計 6,639,397 6,970,266

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 662,981 628,261

土地 1,851,903 1,851,903

その他（純額） 668,222 722,072

有形固定資産合計 3,183,106 3,202,236

無形固定資産 84,830 129,285

投資その他の資産   

投資有価証券 417,473 475,980

その他 478,563 526,110

貸倒引当金 △3,229 △2,284

投資その他の資産合計 892,807 999,805

固定資産合計 4,160,744 4,331,328

資産合計 10,800,141 11,301,594

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,333,966 1,364,055

1年内返済予定の長期借入金 117,636 117,636

未払法人税等 126,124 169,540

賞与引当金 101,000 53,650

その他 604,229 790,738

流動負債合計 2,282,956 2,495,620

固定負債   

長期借入金 352,955 264,728

役員退職慰労引当金 413,597 443,657

長期預り保証金 18,851 15,453

その他 283,033 367,690

固定負債合計 1,068,437 1,091,529

負債合計 3,351,393 3,587,150
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 436,180 436,180

資本剰余金 513,708 513,708

利益剰余金 6,792,428 7,070,354

自己株式 △467,025 △467,182

株主資本合計 7,275,291 7,553,060

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 20,832 2,539

その他の包括利益累計額合計 20,832 2,539

少数株主持分 152,623 158,844

純資産合計 7,448,748 7,714,444

負債純資産合計 10,800,141 11,301,594
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 6,061,045 6,136,386

売上原価 2,727,075 2,777,060

売上総利益 3,333,970 3,359,325

販売費及び一般管理費 2,551,264 2,623,268

営業利益 782,705 736,057

営業外収益   

受取利息 6,222 7,684

受取配当金 7,035 7,788

その他 12,308 4,203

営業外収益合計 25,566 19,676

営業外費用   

支払利息 5,494 8,788

営業外費用合計 5,494 8,788

経常利益 802,777 746,945

特別利益   

投資有価証券売却益 － 600

固定資産売却益 － 193

特別利益合計 － 793

特別損失   

固定資産除却損 4,331 2,100

投資有価証券売却損 2,300 －

特別損失合計 6,631 2,100

税金等調整前四半期純利益 796,146 745,638

法人税等 199,355 329,580

少数株主損益調整前四半期純利益 596,791 416,057

少数株主利益 8,428 5,178

四半期純利益 588,362 410,879
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 596,791 416,057

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △32,758 △17,250

その他の包括利益合計 △32,758 △17,250

四半期包括利益 564,032 398,807

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 556,963 392,586

少数株主に係る四半期包括利益 7,069 6,220
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 
  

 
  

  

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の計算 

 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1) 第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及 

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号 平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正 

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日)を適用しております。 

(2) 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、当第３四半期

連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の見積実効税率の変更により、

法人税等は18,820千円増加しております。 

 

 

 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

減価償却費 290,925千円 325,268千円

のれんの償却額 9,750千円 8,666千円
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(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 66,478 20.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

平成22年11月８日 
取締役会 

普通株式 66,478 20.00 平成22年９月30日 平成22年12月１日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月９日 
取締役会 

普通株式 66,477 20.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

平成23年11月７日 
取締役会 

普通株式 66,476 20.00 平成23年９月30日 平成23年12月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉関連レンタル事業、看護

学校関連事業、医療器具関連事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

  

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
医療用ガス 
関連事業

在宅医療
関連事業

医療用ガス
設備工事 
関連事業

有料老人
ホーム 
関連事業

計

売上高     

  外部顧客への売上高 2,644,632 2,140,532 419,178 172,212 5,376,556 684,489 6,061,045 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

─ ─ 24,850 ─ 24,850 933 25,783 

計 2,644,632 2,140,532 444,028 172,212 5,401,406 685,422 6,086,829 

セグメント利益 
又は損失（△） 362,499 303,411 65,843 △24,223 707,532 99,830 807,362 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 707,532 

「その他」の区分の利益 99,830 

セグメント間取引消去 △24,656

四半期連結損益計算書の営業利益 782,705 
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Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉関連レンタル事業、看護

学校関連事業、医療器具関連事業等を含んでおります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

  

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計
医療用ガス 
関連事業

在宅医療
関連事業

医療用ガス
設備工事 
関連事業

有料老人
ホーム 
関連事業

計

売上高     

  外部顧客への売上高 2,581,336 2,278,693 394,888 144,356 5,399,275 737,110 6,136,386 

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 

─ ─ 9,685 ─ 9,685 ― 9,685 

計 2,581,336 2,278,693 404,573 144,356 5,408,960 737,110 6,146,071 

セグメント利益 
又は損失（△） 331,186 363,665 10,510 △38,545 666,816 70,267 737,083 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 666,816 

「その他」の区分の利益 70,267 

セグメント間取引消去 △1,026

四半期連結損益計算書の営業利益 736,057 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

第38期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年11月７日開催

の取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 ① 配当金の総額               66,476千円  

 ② １株当たりの金額             20.00円  

 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成23年12月１日 

  

  

項目 (自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日 
至  平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 177円01銭 123円62銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(千円) 588,362 410,879 

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 588,362 410,879 

    普通株式の期中平均株式数(株) 3,323,911 3,323,842 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年２月14日

株式会社星医療酸器 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社星医療酸器の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社星医療酸器及び連結子会社の平成
23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    和 田    芳 幸      印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    齋 藤     哲       印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年２月14日 

【会社名】 株式会社星医療酸器 

【英訳名】 HOSHI IRYO-SANKI CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  星   幸 男 

【最高財務責任者の役職氏名】 ――――――― 

【本店の所在の場所】 東京都足立区入谷七丁目11番18号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 株式会社星医療酸器神奈川事業所 

  (神奈川県綾瀬市早川字上原2647番地27) 

 
株式会社星医療酸器千葉支店 

 

 (千葉県千葉市稲毛区山王町305番地10) 

 
株式会社星医療酸器埼玉営業所 

 

 (埼玉県北本市荒井四丁目151) 

 
株式会社星医療酸器名古屋支店 

 

 (愛知県小牧市大字舟津1298番地) 

 
株式会社星医療酸器大阪営業所 

 

 (大阪府交野市私部西五丁目32番25号) 

 
株式会社星医療酸器尼崎営業所 

 

 (兵庫県尼崎市東難波町二丁目１番５号) 



当社代表取締役社長星幸男は、当社の第38期第３四半期(自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




